
平成24年8月

川崎市長 阿部孝夫

◆川崎市では、限られた財源・資源を有効に活用し、
公共サービスを将来にわたって提供できる体制を整えるために、
行財政改革に積極的に取り組んでおります。

◆改革の成果を着実に市民サービスに還元するとともに、
140万市民が心豊かに安心して暮らせるまち
「元気都市かわさき」をめざして、
社会・経済情勢の変化に対応した施策の充実を図ってまいりました。

◆今後もこのような取り組みを続けるため、
市民の皆様にこれまでの行財政改革の成果をご報告します。

平成14～23年度の10年間



●保育所の民営化
●粗大ごみ・小物金属・空き瓶収集運搬業務の委託化
●学校給食調理業務の委託化
●市の施設205施設に指定管理者制度※1を導入 

井田病院の再編整備や幸消
防署南河原出張所等への救急
隊の増隊など、救急医療体制を
強化しました。

待機児童対策として、新たに
認可保育所 91 園（民設民営を
含む）を開設し、6,645人の定
員増を図りました。

再生可能エネルギー
拡大に向けて、太陽光
備・太陽熱利用設備設
助を実施しました。

効率的・効果的な行政体制の整備
効率的な職員配置

多様化する市民ニーズへの対応

安全・安心 福祉 環境
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※1  指定管理者制度とは…
「公の施設」の管理に民間の能力を活用しつつ、市民サービ

スの向上と経費の縮減を図ることを目的に創設された制度
です。制度の導入により、約14億円の財政効果を上げるとと
もに、利用日の拡大や利用時間の延長など、サービスの向上
や充実を図っています
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市民サービスの再構築4
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2,733人
(16.9%)
削減 247億円

(26 7%)
削減

職員数の推移
［単位：人］

一般会計人件費
のうち職員給※2

の推移（予算額)
［単位：億円］

※4 NICU（Neonatal Intensive Care
 Unit）とは…

新生児集中治療管理室ともいい、早産児、出生体重
2,500g 未満の低出生体重児及び病的新生児などに対
して、24 時間体制で集中治療を行います

●民間建築物の耐震改修の促進
●NICU※4や小児急病センターの

開設
●救急医療情報システムの充実

●特別養護老人ホーム・介護老人
保健施設の開設

●障害者福祉施設の開設
●私立幼稚園園児保育料等補助の

拡充

●ミックスペーパーやプ
ク製容器包装の分別収
ごみ減量化・資源化の推

●菅生こども文化センター
「地中熱利用空調システ
先導入 



各公営企業会計において中長期経営計画を策
定し、独立採算による経営の実現に向けた経
営改革に取り組みました。

●水道・工業用水道料金の減額
●浄水場の再構築の推進
●下水道使用料の改定による受

益と負担の適正化

●上平間営業所・菅生営業所の委
託化

●リアルタイムで市バスの運行
情報が確認できる「市バスナ
ビ」サービスの実施

●病院事業全体での単年度収支
2 年連続黒字化の達成

●川崎病院の神奈川DMAT（災害
医療派遣チーム）の指定や井田
病院の救急病院の認定などに
よる救急・災害医療の充実

●統廃合等による10法人削減
●役員を34.6％削減
●派遣職員を217人引き上げ
●情報公開対象法人の拡大
●自立的経営の促進に向けた取組の強化

●人材育成基本計画及び局別
策定と取組推進

●MBO（目標管理）を活用した
トの強化

●能力・実績に基づく新たな
導入と評価結果の昇給・ボ

●若手職員を管理職に登用す
考」の導入

●職員の能力と意欲に応じ
度」などの導入

●キャリアプランを重視した
配置の実施

●専門性等を重視した人事コ
線型人事制度）

●給料表の抜本的見直しと給料水準の引き下げ
（平均 4.8％）

●特殊勤務手当の見直し（55 手当→12 手当）
●退職手当・管理職手当の見直し
●市長など特別職の給料の引き下げ
●職員福利厚生制度の見直し

自治体が高い自由度のもと
的な行財政運営を行うための
●義務付け・枠付けの見直し  
●「基礎自治体優先の原則」に

への対応
●ひも付き補助金の一括交付

●地域の課題解決を一元的に
可能とする「新たな大都市制
けた提案

●真の分権型社会にふさわし
構築に向けた提案

●生活保護等の抜本的
改革を求める要請 

●普通ごみ収集回数の見直し
●労働会館や中原会館の結婚式場の廃止
●国の医療制度改革に伴う川崎市老人医療

費助成制度の廃止
●敬老特別乗車証交付事業・敬老祝い事業

の見直し
●在宅高齢者介護援助手当の廃止
●入院時食事療養費標準負担額助成金の廃止ルギーの利用

太陽光発電設
設備設置費補

。

上下水道局

交通局

病院局

区役所の窓口や待合スペー
スの利便性・快適性向上のため、
庁舎内のレイアウト変更や、リ
フォーム工事を実施しました。

組織力の強化
向けた取組

地方分権改革
向けた取組
地方分権改革へ

国の制度見直し等に

施策の検証に基づく見直し

●総合コンタクトセンター（サン
キューコールかわさき）の開設

●土曜（第2・4及び窓口混雑期）の
区民課等窓口の開設

●公共施設利用予約システム（ふれ
あいネット）のインターネット
サービスの実施

窓口サービス

出資法人改革※3 の推進

公営企業の健全化給与制度の見直し 新たな人事制度の構築と

※2  職員給とは…
一般職員にかかる人件費のうち「退職手当」や「共済費」な

どを除いた「基本給」と「その他の手当」の合計額です
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ーやプラスチッ
分別収集など、
化の推進
ンター等への
システム」の率

 

※3  出資法人改革の対象
出資（捐）率 25％以上の法人



び局別人材育成計画の

用した組織マネジメン

新たな人事評価制度の
給・ボーナスへの反映
登用する「課長昇任選

に応じた「庁内公募制

視した人事異動・人事

人事コースの設定（複

●危機管理体制の強化
●こども支援室の設置や保育所・こども文化

センターの局から区役所への移管
●出張所の市民活動支援機能の強化

●「区民会議」の設置・運営
●市民活動団体等からの提案に基づく地域課

題の解決に向けた「市民提案型事業」の実施
●総合防災訓練の実施や自主防災組織の育成
●いきいきリーダーの養成など地域の人材育

成を促進
●総合型地域スポーツクラブ・公園管理運営

協議会の設立・活動支援
●商店街と連携した地域のまちづくりの推進
●事業者（企業）や大学の地域貢献活動の促進

※5 PFI（Private Finance Initiative）とは…
公共サービスの提供に際して公共施設が必要な場合に、従来
のように市が直接施設を整備せずに、民間資金を利用して民
間に施設整備と公共サービスの提供をゆだねる方法です

のもと、自主的・自立
ための
見直しへの対応 
原則」に基づく権限移譲

括交付金化への対応

●バリアフリー化や環境にも配慮した川
崎駅東口の再編整備

●中原消防署のホテルとの合築
●はるひ野小中学校新築事業、多摩ス

ポーツセンター建設事業、既存教室冷
房化事業へのPFI※5事業手法の導入

「資産保有の最適化」･「施設の長寿命化」･「市有財
産の有効活用」の３つの戦略を柱とする「川崎版
PRE戦略 かわさき資産マネジメントプラン」に基づ
く取組を推進し、施設の老朽化による更新需要の増
大などの課題に対応していくとともに、行政サービ
スのもととなる資産の確保や、公債費負担の抑制を
目的とする「資産・債務改革」を実現します。
●公共建築物・橋りょうの長寿命化の推進
●市役所・区役所駐車場の貸付
●自動販売機設置場所の貸付

先行取得した土地の保有期間の長期化等の課題を解
消するため、総合的土地対策計画（H12 ～ 22）を推
進し、土地保有額の縮減を図りました。
●保有額の推移

2,153 億円（H12）→ 187 億円（H23 末見込み）

元的に行うことなどを
都市制度」の創設に向

さわしい税財政制度の

 

強化に
組

市民や事業者等の力が発揮できる
活力ある地域社会づくり

改革等に
組 将来を見据えた都市基盤施設の整備と活用
革への対応

等に向けた提案

環境変化に対応した
まちづくりの推進

構築と組織力の強化 区役所機能の強化 参加と協働によるまちづくり

6

3

戦略的な資産活用

総合的土地対策の推進



平成14～23年度
（10年間）の

行財政改革の取り組みで
752億円の改革効果

新たな
財源
新たな
財源 市民

サービスに
還元

市民
サービスに
還元

川崎市では行財政改革の取り組み
を進め、平成21年度予算において「減
債基金からの新規借入を行わずに収
支均衡を図る」という第1次改革プラ
ンからの目標を達成しました。
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これまでの改革効果の還元施策として、通院に係る
小児医療費を小学校就学前まで助成してきましたが、
平成24年9月から、助成の対象を小学校1年生までに
拡大します。また、入院については、中学校3年生ま
での助成を継続します。

［単位：億円］
行財政改革プラン

に基づく
改革の効果額

改革の効果は市民サービスの向上に還元しています改革の効果は市民サービスの向上に還元しています

小児医療費助成の拡充
（平成18年度から）

学校・区役所の
トイレの
快適化

道路維持補修、
安全施設の
管理水準の向上

小中学校
の冷房化

公園・街路樹等の
維持補修の拡充

緊急渋滞対策の
実施

私立幼稚園
園児保育料等
補助の拡充

こども文化
センターの
床改修

水道料金の負担
軽減等
（企業会計）

改革の成果



新たな行財政改革プラン～第4次改革プラン～
に基づく取組を進めています

新たな行財政改革プラン～第4次改革プラン～
に基づく取組を進めています

再び直面する厳しい状況を乗り越えるねらい１

ねらい2 将来の人口減少社会を見据えた
公共サービス提供システムへの転換を図る

さまざまな世代の市民や地域の団体等が、その知識や経験、能力を発揮し、活躍する場をつ
くることにより、市民と市民、事業者等と市民が公共サービスを直接やりとりするような仕組
みが機能する領域を増やし、誰もがいきいきと心豊かに暮らせる活力ある地域社会と中間コス
トのかからない効率的・効果的な公共サービス提供システムをめざしていきます。

日本社会をとりまく環境が大きく、かつ急速に変化する中で、やがて来る人口減少期を見据え
て、「元気都市かわさき」が20年先、30年先と持続的に発展していけるよう、第4次改革プランを
策定し、川崎の「新たな飛躍」に向けて「不断の改革」と「活力とうるおいのある都市づくり」を進
めています。今後も市民の皆様のご理解とご協力をお願いいたします。

極めて厳しい
財政状況※への対応

「財政フレーム」を行財政運営の
指針として改革の取組を着実に推
進し、持続可能な財政構造の構築
に向けた取組を推進します。

進展する
高齢化への対応

高齢化の進展に対応するための
サービス基盤の充実を進めるとと
もに、地域課題の解決に向けたシ
ニア世代との協働による取組など
を一層強化します。

地方分権改革等への
対応

条例や組織体制の整備等を進
めるとともに、必要な制度の実現
や見直しについて、あらゆる機会
を通じて国等へ積極的に働きか
けます。

「市民や事業者等の力が発揮できる活力ある地域社会」をめざして

新たな飛躍に
向けて

新たな飛躍に
向けて

世界的な経済危機とその影響による市税収入の大幅な落ち込み等を受けて、市民生活の安定を確保するため、平成24年度においては
95億円の減債基金からの新規借入を予算計上しています。

（※）

発行  川崎市総務局行財政改革室
電話  044(200)3569    FAX  044(200)0622
E-mail  16gyosys@city.kawasaki.jp HP  http://www.city.kawasaki.jp

取組期間：平成23年度～25年度

羽田空港対岸に位置する「キングスカイ
フロント（Kawasaki INnovation Gate-
way at SKYFRONT）」では、国際的な課
題解決への貢献と経済の持続的な発展を
牽引するため、国際戦略総合特区制度など
を活用して、ライフサイエンス・環境分野
における最先端の研究開発から新産業を
創出する拠点の形成を進めています。


